
◎農業協同組合法及び農業信用保証保険法の一部を改正する法律 
（平成一六年六月一八日法律第一○七号）   

一、提案理由（平成一六年五月一二日・衆議院農林水産委員会） 

○亀井国務大臣 農業協同組合法及び農業信用保証保険法の一部を改正する法律案につ

きまして、その提案の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 農協系統は、農業者の協同組織として、組合員に対して営農及び生活に関するサービ

スを総合的に提供してきたところでありますが、今後とも組合員や消費者のニーズ等に

的確に対応し、地域農業の振興等についてより積極的な役割を果たしていくことが期待

されているところであります。 

 また、農業協同組合が行う共済事業及び農協系統の信用事業等に係る保証を行う農業

信用基金協会の事業について、その健全性の確保を図っていくことが重要であります。 

 このような状況を踏まえて、農協系統の改革に向けた自主的な努力を支援するため、

この法律案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、農業協同組合法の改正であります。 

 組合員や消費者のニーズの変化、改革が急務となっている経済事業の見直し、信用事

業及び共済事業の高度化、複雑化等に対応するため、全国中央会が中央会の行う指導事

業に関する基本方針を策定、公表することとするほか、農業協同組合に対する決算監査

等の機能を全国中央会に集約することとしております。 

 また、農業協同組合が行う販売事業につきましては、農業協同組合間の連携を通じて

その充実を図るため、農業協同組合が定款の定めるところにより自己の組合員の農産物

と他の農業協同組合の組合員等が生産した農産物をあわせて販売する場合、員外利用規

制の対象外とすることとしております。 

 さらに、農業協同組合の経営状況についての組合員自身による適正な判断、行政によ

る適正な監督等に資するため、全農、経済連等について一層の経営情報の開示を義務づ

けることとしております。 

 このほか、農業協同組合が行う共済事業につきましては、その経営の健全性の確保を

図り、共済事業の利用者の保護及び機動的な事業運営を確保するための措置を講ずると

ともに、共済利用者の保護の観点から契約条件の変更を可能とする手続の整備等を行う

こととしております。 

 第二に、農業信用保証保険法の一部改正であります。 

 農協系統の信用事業等に係る保証を行う農業信用基金協会の健全な運営に資するため、

主務大臣は基金協会がその経営の健全性を判断するための基準を定めることができるこ

ととする等の措置を講ずるとともに、基金協会が合併、事業譲渡を行うことができるこ

ととしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 



 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（平成一六年五月二一日） 

○髙木義明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における農業及び農業協同組合等をめぐる諸情勢の変化等に対応して、

農業協同組合等の健全な発展を図るため、事業の健全な運営を確保するための措置等を

講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月八日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本委員会に付

託されました。 

 委員会におきましては、五月十二日亀井農林水産大臣から提案理由の説明を聴取し、

十三日及び昨二十日に政府に対する質疑を行ったほか、十八日には参考人から意見を聴

取するなど、慎重な審査を行いました。質疑終局後、民主党・無所属クラブから修正案

が提出され、討論を行い、採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本案は賛

成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院農林水産委員長報告（平成一六年六月一一日） 

○岩永浩美君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告をいたします。 

 本法律案は、農協系統組織の改革に向けた自主的な取組を支援するため、全国中央会

の指導・監査機能の強化を始め、販売事業についての員外利用規制の特例、共済事業の

健全性の確保、契約条件の変更及び利用者の保護、農業信用基金協会の事業の健全性の

確保及び合併・事業譲渡等に関する措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、農業者の自主的組織である農協の改革と本改正による支援の

効果、全国中央会による基本方針の策定が単位農協の独自性等に及ぼす影響、共済事業

について保険業法と同様の措置を講じる必要性等について質疑が行われましたが、その

詳細については会議録によって御承知を願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して紙理事より本法律案

に反対である旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、御報告を申し上げます。 


